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令和８年第３回太良町議会（定例会第３回） 

会期（案） 

会  期   １５日間（９月４日～９月１８日）            

日 次 月 日 曜 種 別 開会時刻 摘    要 

第 １ 日 ９. ４ 金 本 会 議 ９時３０分 

開会・会議録署名議員の指名 

会期の決定・諸般の報告・議員派遣の件 

議案一括上程・町長の提案理由の説明 

委員長報告 

特別委員会の設置及び付託並びに選任 

第 ２ 日 ９. ５ 土 休  会 －  

第 ３ 日 ９. ６ 日 休  会 －  

第 ４ 日 ９. ７ 月 （ 議 案 調 査 ） 

第 ５ 日 ９. ８ 火 本 会 議 ９時３０分 一般質問 

第 ６ 日 ９. ９ 水 本 会 議 ９時３０分 一般質問 

第 ７ 日 ９.１０ 木 （ 議 案 調 査 ） 

第 ８ 日 ９.１１ 金 委 員 会 ９時３０分 決算審査特別委員会 

第 ９ 日 ９.１２ 土 休  会 －  

第１０日 ９.１３ 日 休  会 －  

第１１日 ９.１４ 月 （ 議 案 調 査 ） 

第１２日 ９.１５ 火 委 員 会 ９時３０分 決算審査特別委員会 

第１３日 ９.１６ 水 委 員 会 ９時３０分 決算審査特別委員会 

第１４日 ９.１７ 木 （ 議 案 調 査 ） 

第１５日 ９.１８ 金 本 会 議 ９時３０分 
委員長報告 

議案審議・討論・採決・閉会 
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令和８年第３回太良町議会（定例会第３回） 

議事日程第１号 

 

          第１日目   ９月４日（金）    午前９時３０分開議 

日 程 件             名 

日程第 １ 会議録署名議員の指名について 

日程第 ２ 会期の決定について 

日程第 ３ 諸般の報告について 

日程第 ４ 議員派遣の件について 

日程第 ５  

 

 

 

 

 

議案一括上程 

 

 町長提案  報告第 ２号 

       議案第４８号 ～ 議案第６１号 

 

 町長の提案理由の説明 

日程第 ６ 

 

 

 

  

委員長報告 

  

 総務常任委員会（所管事務調査） 

 

 経済建設常任委員会（行政視察） 

日程第 ７ 決算審査特別委員会の設置及び付託並びに選任について 
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提 出 議 案 目 録 
 

報告第 ２号 令和７年度太良町財政健全化判断比率及び資金不足比率の報告について 

議案第４８号 太良町印鑑条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第４９号 太良町議会議員及び太良町長の選挙における選挙運動の公費負担に関する 

条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第５０号 太良町職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例の制定につい 

    て 

議案第５１号 令和７年度太良町一般会計歳入歳出決算の認定について 

議案第５２号 令和７年度太良町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について 

議案第５３号 令和７年度太良町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

議案第５４号 令和７年度太良町漁業集落排水事業会計剰余金の処分及び決算の認定につ

いて 

議案第５５号 令和７年度太良町簡易水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定につい 

    て 

議案第５６号 令和７年度太良町水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定について 

議案第５７号 令和７年度町立太良病院事業会計剰余金の処分及び決算の認定について 

議案第５８号 令和８年度太良町一般会計補正予算（第２号）について 

議案第５９号 令和８年度太良町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）について 

議案第６０号 令和８年度太良町国民健康保険特別会計補正予算（第２号）について 

議案第６１号 令和８年度太良町簡易水道事業会計補正予算（第２号）について 

 

   上記のとおり 

                          令和 ８年 ９月 ４日 

太良町長 永 淵 孝 幸 



 
４ 

議 員 派 遣 の 報 告 

 

令和８年９月４日    

 

本議会は、地方自治法第１００条第１３項及び会議規則第１２３条の規定により、次のとおり

議員を派遣したので報告する。 

 

１ 令和８年度 佐賀県町村議会議員研修会 

（１） 目 的   地方自治の振興と住民福祉の増進に寄与するため 

（２） 派遣場所   マリターレ創世佐賀 

（３） 期 間   令和８年８月１８日 

（４） 派遣議員   江口議長、川下副議長、田川議員、竹下議員、待永議員、山口議員、 

           峰議員、森田議員、大鋸議員 

 



５ 

議 員 派 遣 の 件  

 

令和８年９月４日    

 

本議会は、地方自治法第１００条第１３項及び会議規則第１２３条の規定により、次のとおり

議員を派遣するものとする。 

 

１ 令和８年度 町議会広報研修会 

（１） 目 的   議会活動に対する住民の理解と関心を深めることが要請されていること

にかんがみ、議会広報の向上発展に資するため 

（２） 派遣場所   佐賀県市町会館 

（３） 期 間   令和８年１１月１８日 

（４） 派遣議員   議会広報編集特別委員会委員 ５人 
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報告第２号 

 

 

令和７年度太良町財政健全化判断比率及び資金不足比率 

の報告について 

 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条

第１項及び第２２条第１項の規定により、令和７年度の決算に基づく健全化判

断比率及び資金不足比率を、監査委員の意見書を付けて別紙のとおり報告する。 

 

 

令和８年９月４日提出 

 

太良町長 永 淵 孝 幸 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



7 
 

別紙 

 

 

１ 健全化判断比率 

（単位：％） 

区  分 
実質赤字 

比  率 

連結実質 

赤字比率 

実質公債費

比   率 

将来負担 

比  率 

令和７年度決算に

基づく比率 
－ － 6.8 － 

早期健全化基準 15.00 20.00 25.0 350.0 

財政再生基準 20.00 30.00 35.0  

 

※「－」は比率が算定されないことを表している。 

 

 

 

２ 資金不足比率 

   （単位：千円、％） 

区  分 

流 動 

負債等 

(1) 

算 入 

地方債 

(2) 

流 動 

資産等 

(3) 

資金不足額 

(1)+(2)- 

(3)=(4) 

事業の 

規 模 

(5) 

資金不

足比率 

(4)/(5) 

漁業集落排水

事業会計 
1,055 0 23,938 △22,883 6,156 － 

簡易水道事業 

会計 
3,695 0 77,821 △74,126 48,142 － 

水道事業会計 2,807 0 194,947 △192,140 48,056 － 

町立太良病院 

事業会計 
98,853 0 2,240,072 △2,141,219 959,141 － 

 

※「－」は比率が算定されないことを表している。 
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議案第４８号 

 

太良町印鑑条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 太良町印鑑条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定したいので、議会

の議決を求める。 

 

 令和８年９月４日提出 

 

                       太良町長 永 淵 孝 幸 

 

（提案理由） 

 出入国管理及び難民認定法等の一部改正に伴い、在留特定カード等による印

鑑登録証明書の交付ができるようにするため、この案を提出する。 
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別紙 

太良町印鑑条例の一部を改正する条例（案） 

 

 

 太良町印鑑条例（昭和50年太良町条例第1号）の一部を次のように改正する。 

 

第10条第1項ただし書中「個人番号カード(」を「個人番号カード、出入国管理

及び難民認定法(昭和26年政令第319号)第19条の15の2第1項に規定する特定在

留カード又は日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国

管理に関する特例法(平成3年法律第71号)第16条の2第1項に規定する特定特別

永住者証明書(これらのうち」に、「以下「個人番号カード」」を「以下「個人

番号カード等」」に、「自ら「個人番号カード」」を「自ら「個人番号カード

等」」に、「当該「個人番号カード」」を「当該「個人番号カード等」」に改

め、同条第2項中「個人番号カードの交付」を「個人番号カード等の交付」に、

「自らの個人番号カード」を「自らの個人番号カード等」に改める。 

 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第４９号 

 

太良町議会議員及び太良町長の選挙における選挙運動の公費負担 

に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 

太良町議会議員及び太良町長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条

例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定したいので、議会の議決を求め

る。 

 

令和８年９月４日提出 

 

太良町長 永 淵 孝 幸 

 

 

（提案理由） 

 公職選挙法施行令の一部改正により、太良町議会議員及び太良町長の選挙に

おける、選挙運動用ビラ及び選挙運動用ポスター作成の公営に要する経費に係

る限度額を引き上げるため、この案を提出する。 
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別紙 

 

    太良町議会議員及び太良町長の選挙における選挙運動の 

公費負担に関する条例の一部を改正する条例（案） 

 

太良町議会議員及び太良町長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条

例(令和 2 年太良町条例第 15 号)の一部を次のように改正する。 

 

第 8 条中「7円 73 銭」を「8円 38 銭」に改める。 

第 11 条中「541 円 31 銭」を「586 円 88 銭」に改める。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第５０号 

 

太良町職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例の 

制定について 

 

 

太良町職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとおり

制定したいので、議会の議決を求める。 

 

  令和８年９月４日提出 

 

太良町長 永 淵 孝 幸 

 

 

（提案理由） 

 地方公務員の育児休業等に関する法律の一部改正により、職員の部分休業制

度を拡充するため、この案を提出する。 
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別紙 

 

太良町職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例（案） 

 

太良町職員の育児休業等に関する条例(平成 4年太良町条例第 1号)の一部を

次のように改正する。 

第 8条中「地方公務員法」の次に「(昭和 25 年法律第 261 号)」を加え、「次

項において同じ。」を「)」に改める。 

第 18 条第 2 号中「及び勤務日ごとの勤務時間」を削り、「除く」の次に「。

次条において同じ」を加える。 

第 19 条の前の見出し中「部分休業」を「第 1号部分休業」に改め、同条第 1

項中「部分休業(育児休業法第 19 条第 1項に規定する部分休業をいう。以下同

じ。)の承認は、正規の勤務時間の始め又は終りにおいて」を「育児休業法第

19 条第 2項第 1 号に掲げる範囲内で請求する同条第 1項に規定する部分休業

(以下「第 1号部分休業」という。)の承認は」に改め、同条第 2項中「部分休

業」を「第 1号部分休業」に改め、同条第 3項を次のように改める。 

3 非常勤職員に対する第 1 号部分休業の承認については、1日につき、当該

非常勤職員について 1日につき定められた勤務時間から 5時間 45 分を減じた

時間を超えない範囲内で(当該非常勤職員が育児時間又は育児休業、介護休業

等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律(平成 3年法律第 76 号)

第 61 条の 2 第 20 項の規定による介護をするための時間(以下「介護をするた

めの時間」という。)の承認を受けて勤務しない場合にあっては、当該時間を

超えない範囲内で、かつ、2 時間から当該育児時間又は当該介護をするための

時間の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間を超えない範囲内で)行うも

のとする。 

第 19 条の次に次の 4 条を加える。 

(第 2 号部分休業の承認) 

第 19 条の 2 育児休業法第 19 条第 2項第 2号に掲げる範囲内で請求する同

条第 1項に規定する部分休業(以下「第 2号部分休業」という。)の承認は、1

時間を単位として行うものとする。ただし、次の各号に掲げる場合にあって

は、それぞれ当該各号に定める時間数の第 2号部分休業を承認することができ

る。 

(1) 1 回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を単位とした時間がある場合で

あって、当該勤務時間の全てについて承認の請求があったとき 当該勤務時間

の時間数 

(2) 第 2 号部分休業の残時間数に 1時間未満の端数がある場合であって、
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当該残時間数の全てについて承認の請求があったとき 当該残時間数 

(育児休業法第 19 条第 2項の条例で定める 1年の期間) 

第 19 条の 3 育児休業法第 19 条第 2項の条例で定める 1年の期間は、毎年

4月 1 日から翌年 3月 31 日までとする。 

(育児休業法第 19 条第 2項第 2号の人事院規則で定める時間を基準として条例

で定める時間) 

第 19 条の 4 育児休業法第 19 条第 2項第 2号の人事院規則で定める時間を

基準として条例で定める時間は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各

号に定める時間とする。 

(1) 非常勤職員以外の職員 77 時間 30 分 

(2) 非常勤職員 当該非常勤職員の勤務日 1日当たりの勤務時間数に 10 を

乗じて得た時間 

(育児休業法第 19 条第 3項の条例で定める特別の事情) 

第 19 条の 5 育児休業法第 19 条第 3項の条例で定める特別の事情は、配偶

者が負傷又は疾病により入院したこと、配偶者と別居したことその他の同条第

2項の規定による申出時に予測することができなかった事実が生じたことによ

り同条第 3 項の規定による変更(以下「第 3項変更」という。)をしなければ同

項の職員の小学校就学の始期に達するまでの子の養育に著しい支障が生じると

任命権者が認める事情とする。 

第 20 条を次のように改める。 

(部分休業している職員の給与等の取扱い) 

第 20 条 職員(会計年度任用職員を除く。)が育児休業法第 19 条第 1項に規

定する部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、給与条例第 11 条の規定

にかかわらず、その勤務しない 1時間につき、同条例第 15 条に規定する勤務 1

時間当たりの給与額を減額して支給する。 

2 会計年度任用職員が部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、太良

町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例(令和元年太良町条例第

15 号。以下この項において「会計年度任用職員給与条例」という。)第 16 条及

び第 25 条の規定にかかわらず、その勤務しない 1時間につき、次の各号に掲

げる区分に応じ、当該各号に定める給与の額を減額して支給する。 

(1) 地方公務員法第 22 条の 2第 1項第 1号に掲げる職員 会計年度任用職

員給与条例第 24 条に規定する勤務 1時間当たりの報酬額 

(2) 地方公務員法第 22 条の 2第 1項第 2号に掲げる職員 会計年度任用職

員給与条例第 15 条に規定する勤務 1時間当たりの給与額 

第 21 条中「第 12 条の規定は、部分休業について準用する」を「育児休業法

第 19 条第 6 項において準用する育児休業法第 5条第 2項の条例で定める事由
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は、職員が第 3項変更をしたときとする」に改める。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第５１号 

 

 

令和７年度太良町一般会計歳入歳出決算の認定について 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和 

７年度太良町一般会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて、議会の認定 

に付する。 

 

  令和８年９月４日提出 

 

                     太良町長 永 淵 孝 幸 
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議案第５２号 

 

 

令和７年度太良町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

の認定について 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和

７年度太良町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付

けて、議会の認定に付する。 

 

令和８年９月４日提出 

 

太良町長 永 淵 孝 幸 
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議案第５３号 

 

 

令和７年度太良町国民健康保険特別会計歳入歳出決算 

の認定について 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和

７年度太良町国民健康保険特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付け

て、議会の認定に付する。 

 

令和８年９月４日提出 

 

太良町長 永 淵 孝 幸 
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議案第５４号 

 

 

令和７年度太良町漁業集落排水事業会計剰余金の処分及び決算の認定 

について  

 

 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、 

令和７年度太良町漁業集落排水事業会計剰余金の処分及び決算を別紙監査委員

の意見を付けて、議会の認定に付する。 

 

令和８年９月４日提出 

 

                    太良町長 永 淵 孝 幸    
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議案第５５号 

 

 

令和７年度太良町簡易水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定 

について  

 

 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、 

令和７年度太良町簡易水道事業会計剰余金の処分及び決算を別紙監査委員の 

意見を付けて、議会の認定に付する。 

 

令和８年９月４日提出 

 

                    太良町長 永 淵 孝 幸    
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議案第５６号 

 

 

令和７年度太良町水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定 

について  

 

 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、 

令和７年度太良町水道事業会計剰余金の処分及び決算を別紙監査委員の意見を 

付けて、議会の認定に付する。 

 

令和８年９月４日提出 

 

                    太良町長 永 淵 孝 幸    
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議案第５７号 

 

 

令和７年度町立太良病院事業会計剰余金の処分及び決算 

の認定について 

 

 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、 

令和７年度町立太良病院事業会計剰余金の処分及び決算を別紙監査委員の意見を 

付けて、議会の認定に付する。 

 

 

    令和８年９月４日提出 

 

                         太良町長 永 淵 孝 幸 



 

議案第５８号 

 

令和８年度太良町一般会計補正予算（第２号） 

 

令和８年度太良町一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１３４，４２４千円を追加し、歳入歳出予算の総額を 

歳入歳出それぞれ９，０９５，３４３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、 

「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 

 

 

令和８年９月４日提出 

太良町長 永 淵 孝 幸 
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第１表   歳  入  歳  出　予  算  補  正

歳　入
(単位：千円)

款 項 補　正　前　の　額 補　　正　　額 計

  9. 地方特例交付金 ５，４００ ７，６４６ １３，０４６

  1. 地方特例交付金 ５，４００ ７，６４６ １３，０４６

 10. 地方交付税 ２，８６０，０００ △６９，７５１ ２，７９０，２４９

  1. 地方交付税 ２，８６０，０００ △６９，７５１ ２，７９０，２４９

 14. 国庫支出金 ６３４，６７７ ３４，７１７ ６６９，３９４

  1. 国庫負担金 ４７９，０９２ ２６，９８６ ５０６，０７８

  2. 国庫補助金 １５２，８０５ ７，４３０ １６０，２３５

  3. 委託金 ２，７８０ ３０１ ３，０８１

 15. 県支出金 ６０９，３９７ １９，０７１ ６２８，４６８

  1. 県負担金 ２８３，５６０ １０，７５２ ２９４，３１２

  2. 県補助金 ３０２，４６２ ８，１２３ ３１０，５８５

  3. 委託金 ２３，３７５ １９６ ２３，５７１
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(単位：千円)

款 項 補　正　前　の　額 補　　正　　額 計

 18. 繰入金 １，７５１，１１０ ９２，０８４ １，８４３，１９４

  1. 特別会計繰入金 ２ ４，９３２ ４，９３４

  2. 基金繰入金 １，７５１，１０８ ８７，１５２ １，８３８，２６０

 19. 繰越金 ３０，０００ ４７，２３７ ７７，２３７

  1. 繰越金 ３０，０００ ４７，２３７ ７７，２３７

 20. 諸収入 ２３６，１００ ２０ ２３６，１２０

  5. 雑入 １８５，４４３ ２０ １８５，４６３

 21. 町債 ６１１，６００ ３，４００ ６１５，０００

  1. 町債 ６１１，６００ ３，４００ ６１５，０００

歳               入               合               計 ８，９６０，９１９ １３４，４２４ ９，０９５，３４３
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歳　出
(単位：千円)

款 項 補　正　前　の　額 補　　正　　額 計

  2. 総務費 ２，６２２，７１０ ３４，０１０ ２，６５６，７２０

  1. 総務管理費 ２，４４３，０１６ ３０，０４６ ２，４７３，０６２

  2. 徴税費 １０７，８７１ ９ １０７，８８０

  3. 戸籍住民基本台帳費 ４８，０５７ ３，６２８ ５１，６８５

  4. 選挙費 ２２，０７４ ３２７ ２２，４０１

  3. 民生費 ２，０４４，７０２ ５５，４３６ ２，１００，１３８

  1. 社会福祉費 １，２３４，１５０ ６，２４１ １，２４０，３９１

  2. 児童福祉費 ８１０，５５０ ４９，１９５ ８５９，７４５

  4. 衛生費 ９１７，８８８ ３，８８４ ９２１，７７２

  1. 保健衛生費 ５９６，５２２ １，５９７ ５９８，１１９

  2. 清掃費 ３２１，３６６ ２，２８７ ３２３，６５３

  6. 農林水産業費 ７８１，５４０ １２，３５０ ７９３，８９０

  1. 農業費 ４８６，８２８ ９，７６３ ４９６，５９１

  3. 水産業費 １１９，１８０ ２，５８７ １２１，７６７
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(単位：千円)

款 項 補　正　前　の　額 補　　正　　額 計

  7. 商工費 ２２９，５８２ １，１９７ ２３０，７７９

  1. 商工費 ２２９，５８２ １，１９７ ２３０，７７９

  8. 土木費 ３９１，６５４ １９，０００ ４１０，６５４

  4. 港湾費 ５，３９９ １３，５００ １８，８９９

  5. 住宅費 ３９，５４５ ５，５００ ４５，０４５

  9. 消防費 ２６７，８４３ ３，９００ ２７１，７４３

  1. 消防費 ２６７，８４３ ３，９００ ２７１，７４３

 10. 教育費 １，０６０，２８４ ６６７ １，０６０，９５１

  2. 小学校費 １７９，０３４ １，３６０ １８０，３９４

  4. 社会教育費 １４５，３５２ △１，６２２ １４３，７３０

  5. 保健体育費 １８２，３５９ ９２９ １８３，２８８

 11. 災害復旧費 ７，９２４ ３，９８０ １１，９０４

  1. 農林水産施設災害復旧費 ６，３９８ ３，９８０ １０，３７８

歳               出               合               計 ８，９６０，９１９ １３４，４２４ ９，０９５，３４３
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（単位：千円）

限 度 額 起債の方法

デジタル活用推進事業 1,800 証書借入 　年6.0％以内
（ただし、利率見直し方式で借り入れる
政府資金及び地方公共団体金融機構資金
について、利率の見直しを行った後にお
いては、当該見直し後の利率）

　政府資金については、その融資条件に
より、銀行その他の場合には、その債権
者と協定するものによる。ただし、町財
政の都合により、据置期間及び償還期限
を短縮し、又は繰上償還もしくは低利に
借換えすることができる。

林道災害復旧事業（現年災） 1,600 〃 〃 〃

第２表　地方債補正

追　加

起 債 の 目 的 利　　　率 償 還 の 方 法
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歳入歳出補正予算事項別明細書

１　　総 　括

 （歳　入） (単位：千円)

款 補　正　前　の　額 補　　正　　額 計 備　　　　　　考

  9. 地方特例交付金 ５，４００ ７，６４６ １３，０４６

 10. 地方交付税 ２，８６０，０００ △６９，７５１ ２，７９０，２４９

 14. 国庫支出金 ６３４，６７７ ３４，７１７ ６６９，３９４

 15. 県支出金 ６０９，３９７ １９，０７１ ６２８，４６８

 18. 繰入金 １，７５１，１１０ ９２，０８４ １，８４３，１９４

 19. 繰越金 ３０，０００ ４７，２３７ ７７，２３７
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(単位：千円)

款 補　正　前　の　額 補　　正　　額 計 備　　　　　　考

 20. 諸収入 ２３６，１００ ２０ ２３６，１２０

 21. 町債 ６１１，６００ ３，４００ ６１５，０００

   歳    入    合    計 ８，９６０，９１９ １３４，４２４ ９，０９５，３４３
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 （歳　出） (単位：千円)

補　正　額　の　財　源　内　訳

款 補　正　前　の　額 補　　正　　額 計 特 　　   定 　    財      源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

  2. 総務費 2,622,710 34,010 2,656,720 7,435 1,800 100 24,675 

  3. 民生費 2,044,702 55,436 2,100,138 41,202   14,234 

  4. 衛生費 917,888 3,884 921,772   2,200 1,684 

  6. 農林水産業費 781,540 12,350 793,890 3,343   9,007 

  7. 商工費 229,582 1,197 230,779    1,197 

  8. 土木費 391,654 19,000 410,654    19,000 

  9. 消防費 267,843 3,900 271,743    3,900 

一 般 財 源
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(単位：千円)

補　正　額　の　財　源　内　訳

款 補　正　前　の　額 補　　正　　額 計 特 　　   定 　    財      源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

 10. 教育費 1,060,284 667 1,060,951    667 

 11. 災害復旧費 7,924 3,980 11,904 1,808 1,600  572 

 歳     出     合     計 8,960,919 134,424 9,095,343 53,788 3,400 2,300 74,936 

一 般 財 源
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２　　歳　入

（款）   9. 地方特例交付金  （項）   1. 地方特例交付金

(単位：千円)

節

区　　分 金　　額

  1. 地方特例交付金 5,400 7,646 13,046   1. 地方特例交付金 7,646 地方特例交付金                                      

　 　　計 5,400 7,646 13,046

（款）  10. 地方交付税  （項）   1. 地方交付税

  1. 地方交付税 2,860,000 △69,751 2,790,249   1. 地方交付税 △69,751 普通交付税                                          

　 　　計 2,860,000 △69,751 2,790,249

（款）  14. 国庫支出金  （項）   1. 国庫負担金

  1. 民生費国庫負担金 478,376 26,986 505,362   2. 児童福祉費負担金 26,986 児童措置費負担金（1/2）                             

　 　　計 479,092 26,986 506,078

（款）  14. 国庫支出金  （項）   2. 国庫補助金

  1. 総務費国庫補助金 6,055 6,938 12,993   2. 緊急経済対策費補 6,938 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（定額）      

助金

  2. 民生費国庫補助金 84,081 492 84,573   2. 児童福祉費補助金 492 地域診療情報連携推進費補助金（1/2）                 

　 　　計 152,805 7,430 160,235

目 補正前の額 補　正　額 計 説　　　　　　　　　　　　明
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（款）  14. 国庫支出金  （項）   3. 委託金

(単位：千円)

節

区　　分 金　　額

  1. 総務費委託金 219 301 520   2. 戸籍住民基本台帳 301 中長期在留者住居地届出等事務費委託金                

費委託金

　 　　計 2,780 301 3,081

（款）  15. 県支出金  （項）   1. 県負担金

  1. 民生費県負担金 265,563 10,752 276,315   2. 児童福祉費負担金 10,752 児童措置費負担金（1/4）                             

　 　　計 283,560 10,752 294,312

（款）  15. 県支出金  （項）   2. 県補助金

  2. 民生費県補助金 43,780 2,972 46,752   2. 児童福祉費補助金 2,972 保育所等給食費支援事業費補助金（10/10・1/2）        

  4. 農林水産業費県補助金 223,572 3,343 226,915   1. 農業費補助金 1,791 中山間地域等直接支払交付金（3/4）              1,603

経営開始資金補助金（10/10）                      188

  3. 水産業費補助金 1,552 複合経営等漁家経営改善支援事業費補助金（1/2）       

  8. 災害復旧費県補助金 0 1,808 1,808   1. 農林水産業施設災 1,808 林道災害復旧事業費補助金（現年災・1/2）             

害復旧費補助金

　 　　計 302,462 8,123 310,585

目 補正前の額 補　正　額 計 説　　　　　　　　　　　　明
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（款）  15. 県支出金  （項）   3. 委託金

(単位：千円)

節

区　　分 金　　額

  1. 総務費委託金 23,345 196 23,541   4. 選挙費委託金 196 知事選挙費委託金                                  98

県議会議員選挙費委託金                            98

　 　　計 23,375 196 23,571

（款）  18. 繰入金  （項）   1. 特別会計繰入金

  1. 後期高齢者医療特別会 1 1,639 1,640   1. 後期高齢者医療特 1,639 後期高齢者医療特別会計繰入金                        

計繰入金 別会計繰入金

  2. 国民健康保険特別会計 1 3,293 3,294   1. 国民健康保険特別 3,293 国民健康保険特別会計繰入金                          

繰入金 会計繰入金

　 　　計 2 4,932 4,934

（款）  18. 繰入金  （項）   2. 基金繰入金

  1. 財政調整基金繰入金 425,429 84,852 510,281   1. 財政調整基金繰入 84,852 財政調整基金繰入金                                  

金

  5. 地域づくり事業基金繰 3,700 100 3,800   1. 地域づくり事業基 100 地域づくり事業基金繰入金                            

入金 金繰入金

  9. ふるさと応援寄附金基 1,076,400 2,200 1,078,600   1. ふるさと応援寄附 2,200 ふるさと応援寄附金基金繰入金                        

金繰入金 金基金繰入金

　 　　計 1,751,108 87,152 1,838,260

目 補正前の額 補　正　額 計 説　　　　　　　　　　　　明
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（款）  19. 繰越金  （項）   1. 繰越金

(単位：千円)

節

区　　分 金　　額

  1. 繰越金 30,000 47,237 77,237   1. 繰越金 47,237 前年度繰越金                                        

　 　　計 30,000 47,237 77,237

（款）  20. 諸収入  （項）   5. 雑入

  3. 過年度収入 1 20 21   1. 過年度収入 20 過年度収入                                          

　 　　計 185,443 20 185,463

（款）  21. 町債  （項）   1. 町債

  1. 総務債 0 1,800 1,800   4. デジタル活用推進 1,800 デジタル活用推進事業債                              

事業債

  6. 災害復旧債 0 1,600 1,600   1. 農林水産業施設災 1,600 林道災害復旧事業債（現年災）                        

害復旧事業債

　 　　計 611,600 3,400 615,000

目 補正前の額 補　正　額 計 説　　　　　　　　　　　　明
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３　　歳　出

（款）   2. 総務費  （項）   1. 総務管理費

(単位：千円)

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区　　分 金　額

  1. 一般管理費 378,145 2,025 380,170 2,025   1. 報    酬 96 情報公開・個人情報保護審査会委員報酬    

  2. 給    料 1,241 一般職給（28人→29人）                  

  3. 職員手当 41 通勤手当（再任用職員）              △42

等

期末手当                            △48

勤勉手当                           △178

退職手当組合負担金                   309

  4. 共 済 費 647 共済組合負担金                       637

共済組合事務費                        10

  4. 企画財政管 819,999 7,430 827,429 6,938 100 392  18. 負担金補 7,430 地域づくり事業費補助金               124

理費 助及び交

付金 物価高騰対策行政区運営支援金       7,306

  9. 交通安全対 17,030 500 17,530 500  10. 需 用 費 500 修 繕 料                                

策費

 17. 山林育成基 663 20,091 20,754 20,091  24. 積 立 金 20,091 山林育成基金積立金                      

金費

　 計 2,443,016 30,046 2,473,062 6,938 100 23,008

節

一般財源
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（款）   2. 総務費  （項）   2. 徴税費

(単位：千円)

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区　　分 金　額

  1. 税務総務費 61,568 9 61,577 9   3. 職員手当 △77 通勤手当                            △59

等

勤勉手当                            △18

  4. 共 済 費 86 共済組合負担金                          

  2. 賦課徴収費 46,303 0 46,303 1,800 △1,800 財源組替                                

　 計 107,871 9 107,880 1,800 △1,791

（款）   2. 総務費  （項）   3. 戸籍住民基本台帳費

  1. 戸籍住民基 48,057 3,628 51,685 301 3,327   2. 給    料 2,103 一般職給（1人→2人）                    

本台帳費

  3. 職員手当 925 通勤手当                              12

等

期末手当                             351

勤勉手当                             288

退職手当組合負担金                   274

  4. 共 済 費 572 共済組合負担金                       561

共済組合事務費                        11

 10. 需 用 費 28 消耗品費                                

　 計 48,057 3,628 51,685 301 3,327

節

一般財源

- 16 -　　　　



（款）   2. 総務費  （項）   4. 選挙費

(単位：千円)

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区　　分 金　額

  8. 町長選挙費 10,226 109 10,335 109  10. 需 用 費 109 印刷製本費                              

 13. 知事選挙費 7,465 109 7,574 98 11  10. 需 用 費 109 印刷製本費                              

 14. 県議会議員 3,888 109 3,997 98 11  10. 需 用 費 109 印刷製本費                              

選挙費

　 計 22,074 327 22,401 196 131

節

一般財源
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（款）   3. 民生費  （項）   1. 社会福祉費

(単位：千円)

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区　　分 金　額

  1. 社会福祉総 188,507 △4,001 184,506 △4,001   2. 給    料 △2,103 一般職給（6人→5人）                    

務費

  3. 職員手当 △1,416 通勤手当                            △20

等

期末手当                           △606

勤勉手当                           △517

退職手当組合負担金                 △273

  4. 共 済 費 △583 共済組合負担金                     △572

共済組合事務費                      △11

 12. 委 託 料 121 災害時要援護者避難支援システム改修委託料

 27. 繰 出 金 △20 国民健康保険特別会計繰出金（事務費等）  

  2. 老人福祉総 489,575 2,262 491,837 2,262  22. 償還金利 762 国庫支出金精算返納金                    

務費 子及び割

引料

 27. 繰 出 金 1,500 後期高齢者医療特別会計繰出金（事務費）  

  4. 心身障害者 401,733 6,280 408,013 6,280  22. 償還金利 6,280 国庫支出金精算返納金               4,186

福祉総務費 子及び割

引料 県支出金精算返納金                 2,094

  6. 総合福祉保 62,074 1,700 63,774 1,700  10. 需 用 費 1,500 修 繕 料                                

健センター

管理費  17. 備品購入 200 総合福祉保健センター管理用備品          

費

　 計 1,234,150 6,241 1,240,391 6,241

節

一般財源
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（款）   3. 民生費  （項）   2. 児童福祉費

(単位：千円)

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区　　分 金　額

  1. 児童福祉総 275,231 8,390 283,621 3,464 4,926   4. 共 済 費 313 共済組合負担金                          

務費

 12. 委 託 料 1,162 誕生祝品(ふるさと納税返礼品分)作成業務委

託料                                 176

子どもの医療費助成等システム改修委託料

                                     986

 18. 負担金補 5,481 保育所等給食費支援事業費補助金          

助及び交

付金

 22. 償還金利 1,434 国庫支出金精算返納金                    

子及び割

引料

  3. 児童措置費 524,412 40,805 565,217 37,738 3,067  12. 委 託 料 40,805 保育所運営委託料                        

　 計 810,550 49,195 859,745 41,202 7,993

節

一般財源
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（款）   4. 衛生費  （項）   1. 保健衛生費

(単位：千円)

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区　　分 金　額

  1. 保健衛生総 87,667 243 87,910 243  18. 負担金補 243 小児時間外診療事業費負担金              

務費 助及び交

付金

  4. 環境衛生費 158,081 1,354 159,435 1,354   3. 職員手当 △340 期末手当                           △184

等

勤勉手当                           △156

  4. 共 済 費 44 共済組合負担金                          

 14. 工事請負 1,650 火葬場法面復旧事業                      

費

　 計 596,522 1,597 598,119 1,597

（款）   4. 衛生費  （項）   2. 清掃費

  1. 塵芥処理費 236,680 2,287 238,967 2,200 87  10. 需 用 費 2,287 消耗品費                                

　 計 321,366 2,287 323,653 2,200 87

節

一般財源
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（款）   6. 農林水産業費  （項）   1. 農業費

(単位：千円)

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区　　分 金　額

  2. 農業総務費 41,088 637 41,725 637   3. 職員手当 454 時間外勤務手当                          

等

  4. 共 済 費 183 共済組合負担金                          

  3. 農業振興費 80,574 2,326 82,900 1,791 535  18. 負担金補 2,326 経営開始資金補助金                   188

助及び交

付金 中山間地域等直接支払交付金         2,138

  7. 農地費 154,159 6,800 160,959 6,800  13. 使用料及 900 重機借上料                              

び賃借料

 14. 工事請負 5,900 広域農道整備事業                        

費

　 計 486,828 9,763 496,591 1,791 7,972

（款）   6. 農林水産業費  （項）   3. 水産業費

  1. 水産業総務 66,100 2,587 68,687 1,552 1,035  18. 負担金補 2,587 複合経営等漁家経営改善支援事業費補助金  

費 助及び交

付金

　 計 119,180 2,587 121,767 1,552 1,035

節

一般財源
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（款）   7. 商工費  （項）   1. 商工費

(単位：千円)

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区　　分 金　額

  1. 商工総務費 88,627 71 88,698 71   4. 共 済 費 71 共済組合負担金                          

  3. 観光費 125,355 1,126 126,481 1,126  10. 需 用 費 920 修 繕 料                                

 12. 委 託 料 206 道の駅太良維持管理委託料                

　 計 229,582 1,197 230,779 1,197

（款）   8. 土木費  （項）   4. 港湾費

  1. 港湾管理費 5,399 13,500 18,899 13,500  18. 負担金補 13,500 県営港湾整備交付金事業負担金            

助及び交

付金

　 計 5,399 13,500 18,899 13,500

（款）   8. 土木費  （項）   5. 住宅費

  1. 住宅管理費 39,545 5,500 45,045 5,500  10. 需 用 費 5,500 修 繕 料                                

　 計 39,545 5,500 45,045 5,500

節

一般財源
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（款）   9. 消防費  （項）   1. 消防費

(単位：千円)

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区　　分 金　額

  3. 消防施設費 9,310 162 9,472 162  18. 負担金補 162 消防施設整備費補助金                    

助及び交

付金

  4. 防災費 27,865 3,738 31,603 3,738  11. 役 務 費 490 通信運搬費                             7

自動車損害保険料                     483

 12. 委 託 料 2,748 ウェザーステーションサーバー更新業務委託

料                                      

 13. 使用料及 500 重機借上料                              

び賃借料

　 計 267,843 3,900 271,743 3,900

（款）  10. 教育費  （項）   2. 小学校費

  1. 学校管理費 131,858 1,360 133,218 1,360  10. 需 用 費 1,360 修 繕 料                                

　 計 179,034 1,360 180,394 1,360

節

一般財源
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（款）  10. 教育費  （項）   4. 社会教育費

(単位：千円)

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区　　分 金　額

  1. 社会教育総 67,249 △4,892 62,357 △4,892   2. 給    料 △2,375 一般職給（8人→7人）                    

務費

  3. 職員手当 △1,779 期末手当                           △798

等

勤勉手当                           △671

退職手当組合負担金                 △310

  4. 共 済 費 △738 共済組合負担金                     △728

共済組合事務費                      △10

  6. 図書館費 27,024 3,270 30,294 3,270  14. 工事請負 3,270 大橋記念図書館空調設備整備事業          

費

　 計 145,352 △1,622 143,730 △1,622

（款）  10. 教育費  （項）   5. 保健体育費

  2. 体育施設費 44,559 929 45,488 929  12. 委 託 料 929 体育施設指定管理委託料                  

　 計 182,359 929 183,288 929

（款）  11. 災害復旧費  （項）   1. 農林水産施設災害復旧費

  2. 林道災害復 510 3,980 4,490 1,808 1,600 572  14. 工事請負 3,980 林道災害復旧事業（補助・現年災）        

旧費 費

　 計 6,398 3,980 10,378 1,808 1,600 572

節

一般財源
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１　　特　別　職

報　　　酬 給　　　料 そ の 他 計

の 手 当

長等 3 23,448 7,866 (3.50) 7,087 38,401 2,601 41,002

議員 11 34,128 11,448 (3.50) 45,576 8,349 53,925

その他 840 36,410 36,410 36,410

計 854 70,538 23,448 19,314 7,087 120,387 10,950 131,337

長等 3 23,448 7,866 (3.50) 7,087 38,401 2,601 41,002

議員 11 34,128 11,448 (3.50) 45,576 8,349 53,925

その他 840 36,314 36,314 36,314

計 854 70,442 23,448 19,314 7,087 120,291 10,950 131,241

長等

議員

その他 96 96 96

計 96 96 96

補正後

補正前

比　較

　補正予算給与費明細書

（単位 ：人 、千円）

区　　　　　分 職員数

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

共　済　費 合　　　計期　　末　　手　　当 備　　　　　　考

年間支給率（月分）
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２　　一　般　職

（１）　総　括

報　　　酬 給　　　料 職員手当 計

補 正 後
106

(90) ［5］
217,361 416,850 362,574 996,785 187,364 1,184,149

補 正 前
106

(90) ［5］
217,361 417,984 364,766 1,000,111 186,769 1,186,880

比 較
0

（0）［0］
0 △ 1,134 △ 2,192 △ 3,326 595 △ 2,731

区 分 扶 養 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 住 居 手 当 管理職手当 通 勤 手 当

職 員 手 当
補 正 後 14,754 136,134 111,549 4,270 8,383 5,030

の 内 訳
補 正 前 14,754 137,419 112,801 4,270 8,383 5,139

比 較 0 △ 1,285 △ 1,252 0 0 △ 109

区 分 特 勤 手 当 時間外勤務手当 宿日直手当 管理職員特別勤務手当 退職手当組合負担金

職 員 手 当
補 正 後 27,863 141 495 53,955

の 内 訳
補 正 前 27,409 141 495 53,955

比 較 454 0 0 0

（　）内はパートタイムの会計年度任用職員を外書きしたもの

[   ]内は再任用職員を外書きしたもの

区　　　　分 職　員　数
給　　　　与　　　　費

共 　済 　費 合　　　計 備　　　　考

（単位 ：人 、千円）
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ア　会計年度任用職員以外の職員

報　　　酬 給　　　料 職員手当 計

106 406,909 282,316 689,225 133,045 822,270

［5］ ［9,941］ [2,210] ［12,151］ ［2,148］ ［14,299］

106 408,043 284,466 692,509 132,450 824,959

［5］ ［9,941］ [2,252] ［12,193］ ［2,148］ ［14,341］

0 △ 1,134 △ 2,150 △ 3,284 595 △ 2,689

［0］ [0] [△ 42] [△ 42] [0] [△ 42]

区 分 扶 養 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 住 居 手 当 管理職手当 通 勤 手 当

14,754 92,570 75,012 4,270 8,383 4,997
職 員 手 当 [0] ［1,183］ ［870］ [0] [0] ［33］

14,754 93,855 76,264 4,270 8,383 5,064

の 内 訳 [0] ［1,183］ ［870］ [0] [0] ［75］

0 △ 1,285 △ 1,252 0 0 △ 67

[0] [0] [0] [0] [0] [△ 42]

区 分 特 勤 手 当 時間外勤務手当 宿日直手当 管理職員特別勤務手当 退職手当組合負担金

27,739 141 495 53,955
職 員 手 当 ［124］ [0] [0] [0]

27,285 141 495 53,955

の 内 訳 ［124］ [0] [0] [0]

454 0 0 0

[0] [0] [0] [0]

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［　　］内は再任用職員を外書きしたもの　　　

補 正 後

補 正 前

（単位 ：人 、千円）

区　　　　分 職　員　数
給　　　　与　　　　費

共 　済 　費 合　　　計 備　　　　考

［　　］内は再任用職員を外書きしたもの　　　

比 較

比 較

補 正 後

補 正 前

比 較

補 正 後

補 正 前
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イ　会計年度任用職員

報　　　酬 給　　　料 職員手当 計

補 正 後 (90) 　0 217,361 78,048 295,409 52,171 347,580

補 正 前 (90) 　0 217,361 78,048 295,409 52,171 347,580

比 較 (0)  0 0 0 0 0 0

区 分 扶 養 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 住 居 手 当 管理職手当 通 勤 手 当
職 員 手 当 補 正 後 42,381 35,667

の 内 訳 補 正 前 42,381 35,667

比 較 0 0

区 分 特 勤 手 当 時間外勤務手当 宿日直手当 管理職員特別勤務手当 退職手当組合負担金

職 員 手 当 補 正 後

の 内 訳 補 正 前

比 較

（　）内はパートタイムの会計年度任用職員を外書きしたもの　　

会計年度任用職員の職員数については、延べ人数で表示している（実人数は88人）

合　　　計 備　　　　考

（単位 ：人 、千円）

区　　　　分 職　員　数
給　　　　与　　　　費

共 　済 　費
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（２）　給料及び職員手当の増減額の明細（会計年度任用職員以外の職員）

△ 1,134
［0］

期末手当 △ 1,285 [0]

△ 2,150 勤勉手当 △ 1,252 [0]

[△ 42] 通勤手当 △ 67 [△ 42]

△ 2,150 時間外勤務手当 454 [0]

[△ 42]

制度改正に伴う増減分

そ の 他 の 増 減 分

職 員 手 当

昇 給 に 伴 う 増 加 分

（単位 ： 千円）

備　　　　　　　　　　考

給 料

増減事由別内訳 説　　　　　　　　　　明区 分 増　減　額

［　　］内は再任用職員を外書きしたもの　　　

△ 1,134
［0］

給与改定に伴う増減分

そ の 他 の 増 減 分
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（単位：千円）

補　正　前 4,128,129 3,964,949 647,700 497,438 4,115,211

1. 普　　通　　債 補　　　正 0 0 1,800 0 1,800

補　正　後 4,128,129 3,964,949 649,500 497,438 4,117,011

補　正　前 0 0 0 0 0

(1) 総務・庁舎 補　　　正 1,800 1,800

補　正　後 0 0 1,800 0 1,800

補　正　前 59,695 51,414 6,500 9,873 48,041

2. 災 害 復 旧 債 補　　　正 0 0 300 0 300

補　正　後 59,695 51,414 6,800 9,873 48,341

補　正　前 5,953 5,306 0 1,074 4,232

(1) 農 林 水 産 補　　　正 1,600 1,600

補　正　後 5,953 5,306 1,600 1,074 5,832

補　正　前 53,742 46,108 6,500 8,799 43,809

(2) 土 木 補　　　正 △ 1,300 △ 1,300

補　正　後 53,742 46,108 5,200 8,799 42,509

補　正　前 4,187,824 4,016,363 654,200 507,311 4,163,252

補　　　正 0 0 2,100 0 2,100

補　正　後 4,187,824 4,016,363 656,300 507,311 4,165,352

補　正　前 227,702 216,953 0 26,554 190,399

補　　　正 1,800 0 1,800

補　正　後 227,702 216,953 1,800 26,554 192,199

合　　　　計

うち銀行等引受債

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び
当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区　　　　分
前 々 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
現 在 高

当 該 年 度 中 増 減 見 込
当 該 年 度 末
現在高見込額当 該 年 度 中

起 債 見 込 額
当 該 年 度 中
元金償還見込額
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議案第５９号 

 

令和８年度太良町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

 

令和８年度太良町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３，５７２千円を追加し、歳入歳出予算の総額を 

歳入歳出それぞれ２１６，５７２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、 

「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

令和８年９月４日提出 

太良町長 永 淵 孝 幸 

 

- 後期1 -　　　



第１表   歳  入  歳  出　予  算  補  正

歳　入
(単位：千円)

款 項 補　正　前　の　額 補　　正　　額 計

  4. 繰入金 ７５，２２５ １，５００ ７６，７２５

  1. 一般会計繰入金 ７５，２２５ １，５００ ７６，７２５

  5. 繰越金 １ ２，０７２ ２，０７３

  1. 繰越金 １ ２，０７２ ２，０７３

歳               入               合               計 ２１３，０００ ３，５７２ ２１６，５７２

- 後期2 -　　　



歳　出
(単位：千円)

款 項 補　正　前　の　額 補　　正　　額 計

  2. 後期高齢者医療広域連合納付金 ２０９，６１９ ４３３ ２１０，０５２

  1. 後期高齢者医療広域連合納付金 ２０９，６１９ ４３３ ２１０，０５２

  3. 保健事業費 ７００ １，５００ ２，２００

  1. 保健事業費 ７００ １，５００ ２，２００

  4. 諸支出金 ４５１ １，６３９ ２，０９０

  2. 繰出金 １ １，６３９ １，６４０

歳               出               合               計 ２１３，０００ ３，５７２ ２１６，５７２

- 後期3 -　　　



歳入歳出補正予算事項別明細書

１　　総 　括

 （歳　入） (単位：千円)

款 補　正　前　の　額 補　　正　　額 計 備　　　　　　考

  4. 繰入金 ７５，２２５ １，５００ ７６，７２５

  5. 繰越金 １ ２，０７２ ２，０７３

   歳    入    合    計 ２１３，０００ ３，５７２ ２１６，５７２
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 （歳　出） (単位：千円)

補　正　額　の　財　源　内　訳

款 補　正　前　の　額 補　　正　　額 計 特 　　   定 　    財      源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

  2. 後期高齢者医療広域連合納付金 209,619 433 210,052    433 

  3. 保健事業費 700 1,500 2,200   1,500  

  4. 諸支出金 451 1,639 2,090    1,639 

 歳     出     合     計 213,000 3,572 216,572   1,500 2,072 

一 般 財 源
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２　　歳　入

（款）   4. 繰入金  （項）   1. 一般会計繰入金

(単位：千円)

節

区　　分 金　　額

  1. 事務費繰入金 11,952 1,500 13,452   1. 事務費繰入金 1,500 事務費繰入金                                        

　 　　計 75,225 1,500 76,725

（款）   5. 繰越金  （項）   1. 繰越金

  1. 繰越金 1 2,072 2,073   1. 繰越金 2,072 前年度繰越金                                        

　 　　計 1 2,072 2,073

目 補正前の額 補　正　額 計 説　　　　　　　　　　　　明
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３　　歳　出

（款）   2. 後期高齢者医療広域連合納付金  （項）   1. 後期高齢者医療広域連合納付金

(単位：千円)

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区　　分 金　額

  1. 後期高齢者 209,619 433 210,052 433  18. 負担金補 433 佐賀県後期高齢者医療広域連合納付金      

医療広域連 助及び交

合納付金 付金

　 計 209,619 433 210,052 433

（款）   3. 保健事業費  （項）   1. 保健事業費

  1. 療養費 700 1,500 2,200 1,500  18. 負担金補 1,500 人間ドック等検査費助成金                

助及び交

付金

　 計 700 1,500 2,200 1,500

（款）   4. 諸支出金  （項）   2. 繰出金

  1. 一般会計繰 1 1,639 1,640 1,639  27. 繰 出 金 1,639 一般会計繰出金                          

出金

　 計 1 1,639 1,640 1,639

節

一般財源
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議案第６０号 

 

令和８年度太良町国民健康保険特別会計補正予算（第２号） 

 

令和８年度太良町国民健康保険特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ６６，７３３千円を追加し、歳入歳出予算の総額を 

歳入歳出それぞれ１，４６１，７３３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、 

「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

令和８年９月４日提出 

太良町長 永 淵 孝 幸 

 

- 国保1 -　　　



第１表   歳  入  歳  出　予  算  補  正

歳　入
(単位：千円)

款 項 補　正　前　の　額 補　　正　　額 計

  4. 国庫支出金 ０ ２０ ２０

  2. 国庫補助金 ０ ２０ ２０

 10. 繰入金 １２９，７４９ △２０ １２９，７２９

  1. 他会計繰入金 ７９，７４９ △２０ ７９，７２９

 11. 繰越金 １ ６６，７３３ ６６，７３４

  1. 繰越金 １ ６６，７３３ ６６，７３４

歳               入               合               計 １，３９５，０００ ６６，７３３ １，４６１，７３３
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歳　出
(単位：千円)

款 項 補　正　前　の　額 補　　正　　額 計

  1. 総務費 ２４，９９８ ０ ２４，９９８

  1. 総務管理費 １９，１２７ ０ １９，１２７

  6. 保健事業費 ２３，１５５ ３，０００ ２６，１５５

  1. 特定健康診査等事業費 ２１，０７４ ３，０００ ２４，０７４

  9. 諸支出金 ２，６０３ ４８，０９０ ５０，６９３

  1. 償還金及び還付加算金 ２，６０２ ４４，７９７ ４７，３９９

  2. 繰出金 １ ３，２９３ ３，２９４

 10. 予備費 １４，４０６ １５，６４３ ３０，０４９

  1. 予備費 １４，４０６ １５，６４３ ３０，０４９

歳               出               合               計 １，３９５，０００ ６６，７３３ １，４６１，７３３

- 国保3 -　　　



歳入歳出補正予算事項別明細書

１　　総 　括

 （歳　入） (単位：千円)

款 補　正　前　の　額 補　　正　　額 計 備　　　　　　考

  4. 国庫支出金 ０ ２０ ２０

 10. 繰入金 １２９，７４９ △２０ １２９，７２９

 11. 繰越金 １ ６６，７３３ ６６，７３４

   歳    入    合    計 １，３９５，０００ ６６，７３３ １，４６１，７３３
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 （歳　出） (単位：千円)

補　正　額　の　財　源　内　訳

款 補　正　前　の　額 補　　正　　額 計 特 　　   定 　    財      源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

  1. 総務費 24,998 0 24,998 20  △20  

  6. 保健事業費 23,155 3,000 26,155    3,000 

  9. 諸支出金 2,603 48,090 50,693    48,090 

 10. 予備費 14,406 15,643 30,049    15,643 

 歳     出     合     計 1,395,000 66,733 1,461,733 20  △20 66,733 

一 般 財 源

- 国保5 -　　　



２　　歳　入

（款）   4. 国庫支出金  （項）   2. 国庫補助金

(単位：千円)

節

区　　分 金　　額

  9. 社会保障・税番号制度 0 20 20   1. 社会保障・税番号 20 社会保障・税番号制度システム整備費補助金（厚生労働省

システム整備費補助金 制度システム整備 分・10/10）                                      

費補助金

　 　　計 0 20 20

（款）  10. 繰入金  （項）   1. 他会計繰入金

  1. 一般会計繰入金 79,749 △20 79,729   4. 事務費等繰入金 △20 事務費等繰入金                                      

　 　　計 79,749 △20 79,729

（款）  11. 繰越金  （項）   1. 繰越金

  1. 繰越金 1 66,733 66,734   1. 繰越金 66,733 前年度繰越金                                        

　 　　計 1 66,733 66,734

目 補正前の額 補　正　額 計 説　　　　　　　　　　　　明
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３　　歳　出

（款）   1. 総務費  （項）   1. 総務管理費

(単位：千円)

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区　　分 金　額

  1. 一般管理費 7,645 0 7,645 20 △20 財源組替                                

　 計 19,127 0 19,127 20 △20

（款）   6. 保健事業費  （項）   1. 特定健康診査等事業費

  1. 特定健康診 21,074 3,000 24,074 3,000  18. 負担金補 3,000 人間ドック等検査費助成金                

査等事業費 助及び交

付金

　 計 21,074 3,000 24,074 3,000

節

一般財源
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（款）   9. 諸支出金  （項）   1. 償還金及び還付加算金

(単位：千円)

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区　　分 金　額

  9. 県支出金精 1 44,797 44,798 44,797  22. 償還金利 44,797 県支出金精算返納金                      

算返納金 子及び割

引料

　 計 2,602 44,797 47,399 44,797

（款）   9. 諸支出金  （項）   2. 繰出金

  2. 一般会計繰 1 3,293 3,294 3,293  27. 繰 出 金 3,293 一般会計繰出金                          

出金

　 計 1 3,293 3,294 3,293

（款）  10. 予備費  （項）   1. 予備費

  1. 予備費 14,406 15,643 30,049 15,643

　 計 14,406 15,643 30,049 15,643

節

一般財源
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　（総則）

　（収益的収入及び支出）

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第３条　予算第７条（１）中「22,001千円」を「22,247千円」に改める。

令和８年９月４日提出

太良町長  永　淵　孝　幸

        第４項 予    備    費 26,441千円 △246千円 26,195千円　

      第１款 事 業 費 126,887千円 0千円 126,887千円　

        第１項 営 業 費 用 97,438千円 246千円 97,684千円　

  補正する。

 支 　出 
(科        目) (既決予定額) (補正予定額) (　　計　　)　

議案第６１号

令和８年度太良町簡易水道事業会計補正予算（第２号）

第１条　令和８年度太良町簡易水道事業会計補正予算(第２号)は、次に定めるところによる。

第２条　令和８年度太良町簡易水道事業会計予算(以下「予算」という。)第３条に定めた収益的支出の予定額を次のとおり

- 簡水1 -　　　
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特 別 職 一 般 職 報　 酬 給 　料 手　 当 計

5 3 40 10,922 7,813 18,775 3,472 22,247

5 3 40 10,922 7,813 18,775 3,472 22,247

5 3 40 10,922 7,722 18,684 3,317 22,001

5 3 40 10,922 7,722 18,684 3,317 22,001

0 0 0 0 91 91 155 246

0 0 0 0 91 91 155 246

区　分 扶 養 手 当 管理職手当 期末勤勉手当 通 勤 手 当 時間外勤務手当 退職手当組合負担金 住 居 手 当 合　 計

補正後 689  4,404 75 900 1,421 324 7,813

補正前 624  4,378 75 900 1,421 324 7,722

比　較 65  26 0 0 0 0 91

補
正
前

法　  定
福 利 費

比
　
較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

手 当 の
内　  訳

補
正
後

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

合　 計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

補　正　給　与　費　明　細　書

１．総　　括 (単位：人、千円)

区　　　　分
職　員　数 給　　与　　費

- 簡水5 -　　　



２．　給料及び職員手当の増減額の明細

扶養手当 65

期末勤勉手当 26

職 員 手 当 91

制度改正に伴う増減分 0

そ の 他 の 増 減 分 91

そ の 他 の 増 減 分 0

給 料 0

給与改定に伴う増減分 0

昇 給 に 伴 う 増 加 分 0

（単位 ： 千円）

区 分 増　減　額 増減事由別内訳 説　　　　　　　　　　明 備　　　　　　　　　　考
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